
職・氏名

ＴＥＬ（直通）:

Ｆａｘ:

Ｅ－ｍａｉｌ:

①商工会議所としての意見を公表しこれを国会、行政庁等に具申し、及び建議する。
②行政庁等の諮問に応じて、答申すること。
③商工業に関する調査研究を行うこと。
④商工業に関する情報及び資料の収集及び刊行を行なうこと。
⑤商品の品質及び数量、商工業者の事業の内容その他商工業に係る事項に関する証明、鑑定及び検
査を行うこと。
⑥輸出品の原産地証明を行うこと。
⑦商工業に関する施設を設置し、維持し、及び運用すること。
⑧商工業に関する講演会及び講習会を開催すること。
⑨商工業に関する技術及び技能の普及及び検定を行うこと。
⑩博覧会、見本市等を開催し、及びこれらの開催あっ旋を行うこと。
⑪商業取引に関する仲介及びあっ旋を行うこと。
⑫商業取引の紛争に関するあっ旋、調停及び仲裁を行うこと。
⑬商工業に関して、相談に応じ、及び指導を行うこと。
⑭商工業に関して、商工業者の信用調査を行うこと。
⑮商工業に関して、観光事業の改善発達を図ること。
⑯社会一般の福祉の増進に資する事業を行うこと。
⑰行政庁から委託を受けた事務を行うこと。
⑱前各号に掲げるものの外、本商工会議所の目的を達成するため必要な事業を行なうこと。

申
　
請
　
者

団体名

※②、④、⑤、⑥については直近の数字を記載すること

中小企業振興部長　　小林　豊和

連絡先

０７２－６２２－６６３１

０７２－６２２－６６３２

kobayashi@ibaraki-cci.or.jp

①設立年月日 昭和23年5月12日

5,518（令和３年度経済センサス）

④管内事業所数

②職員数

□主な事業概要（定款記載事項等）

茨木商工会議所

代表者職・氏名

8,945（令和３年度経済センサス）

⑥会員数（組織率）

会頭　　合田　順一

所在地
〒５６７－８５８８
　茨木市岩倉町２－１５０　立命館いばらきフューチャープラザ１F

担
当
者

2,120（令和７年３月３１日現在）

⑤管内小規模事業者数

③所管地域

13名（経営指導員8名）　（令和７年３月３１日現在）

事　業　実　績　報　告　書

１．申請者の概要

（うち経営指導員数）

令和６年度（2024年度）

mailto:kobayashi@ibaraki-cci.or.jp


来年度もこれまでの実績とニーズを基に、①資金調達、②販路支援、③求人支援、④創業支援、⑤事
業承継・事業継続力支援の５つに加え、⑥新型コロナの余波及び原油・原材料高騰等の経営コスト上
昇の影響に対する支援を重点目標とする。論点は新型コロナから物価・原材料費高騰、人手不足など
にシフトしており、事業環境変化に対応した支援の実施が求められている。新たな事業展開に向けた
事業計画作成の支援を通して事業所の経営力強化に貢献していきたいと考える。また中小企業の雇用
情勢は厳しい状況となっており、求人・求職マッチング事業により求人支援を実施するとともに、消
費を支える市民の雇用に結びつくよう地域の活性化を行う。創業支援では引き続き産業競争力強化法
による特定創業支援を市と連携して実施していく。

相談件数はコロナ前より多い水準が継続している。内容的には新たな事業展開のための事業計画策定
などレベルの高い相談が増加しており、１件あたりの相談対応時間が長くなる傾向がある。また、新
たな事業をするには資金調達が必要となるが、コロナ禍の借入で融資残高が減少していない事業者も
多くみられ、資金調達面が課題となっている。事業者向け補助金の公募回数も減っている現状から、
少ない公募に申請が殺到することから採択率は低くなっている。

事業環境の変化への対応として、事業再構築や売上に直接つながる支援、今後の経営計画作成支援に
注力し、実務面で効果を得ていただく結果となった。新型コロナの余波や物価高騰など事業環境の大
きな変化がある局面においても創業希望者は多く、事業計画の作成から創業融資の斡旋などにより、
多くの創業者を輩出できた。廃業が増加していく中で創業者を輩出することは地域経済の活性化や雇
用創出の面でも意義のある結果となった。所管地域の活性化の方向性として、住宅都市として住民の
生活を支え、産業構成の大半を占める商業・サービス業の活性化は欠かせない。商業・サービス業は
新型コロナによりダメージを受けた事業所が多く、今後においても廃業に至らないよう重点的に支援
する必要がある。

経営相談事業では、234件の事業所カルテを作成し、それぞれの支援を実施した。新型コロナの余波
によるビジネスモデルの転換や、原材料費や物価高騰による経営課題が浮かび出てきた。事業環境の
大きな変化の中で新たな事業を模索する事業者が多く見られ、資金調達は融資よりも補助金を求める
ニーズが多く見受けられた。新たな事業に踏み出す事業者に対し事業計画作成の側面的支援を実施し
た。創業支援では、茨木市では「産業競争力強化法に基づく特定創業指導」修了者に独自の支援策を
実施しており、当会議所と茨木市と連携して多くの創業者を輩出した。地域活性化事業では、販路拡
大を目的とした事業所間（ＢｔｏＢ）、消費者向け（ＢｔｏＣ）の事業に力を入れた。消費者向けの
販路開拓では、地域活性化事業で出店機会を設け、市民に店舗の認知度アップを図るとともに、売上
に直接的につながる事業を実施した。

これまで本事業を実施した結果もふまえて、①資金調達、②販路支援、③求人支援、④創業支援、⑤
事業承継・事業継続力支援、⑥新型コロナの余波及び原油・原材料高騰、物価上昇等の影響に対する
支援の６つを重点目標とする。
特に、新型コロナの余波及び原油・原材料高騰、物価上昇等の影響の経営への影響を受けている事業
者への経営相談を強化し、ビジネスモデルの転換と資金調達、販路拡大の支援ならびに行政の支援策
の周知を併せて実施していく。
その他、近隣の商工会・商工会議所と広域で事業を実施することにより、市内にとどまらないビジネ
スチャンスの場を提供すると共に相乗効果を狙っていく。

（３）事業を実施した効果、所管地域の活性化の状況

（４）事業を実施した結果浮かび上がった課題

（１）事業の目標

（２）事業を実施した具体的な内容、方法及び工夫した点

２.　事業概要 茨木商工会議所

（５）次年度の取り組み



３．経営相談支援事業・専門相談支援事業

目標数値 実績数値 達成率 事業評価
228 234 102.6% 5
62 62 100.0% 4
4 3 75.0% 3

37 41 110.8% 4
0 0 －
3 3 100.0% 3
1 1 100.0% 3

75 74 98.7% 3
0 0 －

12 11 91.7% 3
3 6 200.0% 4

13 14 107.7% 4
97 96 99.0% 5
1 1 100.0% 3
0 0 －
4 6 150.0% 4
0 0 －
0 0 －
0 0 －
1 1 100.0% 3
0 0 －
0 0 －

225 230 102.2% 4
Ⅱ　専門相談支援事業

新規/継続 目標数値 実績数値 達成率 事業評価
－ 0 0 － －
継続 8 7 87.5% 3
継続 10 3 30.0% 2
－ 0 0 － －
継続 6 12 200.0% 5

Ⅰ　経営相談支援事業

支援のポイント・成果

フォローアップ支援 事業所

法務相談 －

支援メニュー 指標

災害時対応支援 事業所
事業承継支援 事業所

事業所
記帳支援 事業所

マル経融資等の返済条件緩和支援

労務相談

税務相談 ※記帳支援 回数
金融相談 回数

事業所

労務支援

支援のポイント・成果

マーケティング力向上支援 事業所
販路開拓支援 支援数

債権保全計画作成支援 事業所

財務分析支援 事業所
５S支援 事業所

その他相談 回数

事業計画作成支援 支援数
創業支援 事業所
事業継続計画（BCP）作成支援 事業所

－

事業名 指標

IT化支援 事業所

結果報告 事業所

経営指導員が受けた相談の結果、専門家を活用する方が支援効果を高めることができる案件
について、専門相談支援事業のメニューにある専門家を活用した。具体的には、マルケイ融
資や大阪府の制度融資以外の公的融資については、日本政策金融公庫の茨木地区担当者が相
談員となる「金融相談」に誘導した。税務相談は決算・申告シーズンの12月から2月にかけ
て集中的に実施した。また、記帳の知識のない個人事業主については、税理士による記帳継
続指導を実施した。専門家同行相談については、ＩＴやＳＮＳの専門家による相談を実施し
た。

茨木商工会議所

金融支援（経営指導型） 支援数

コスト削減計画作成支援 事業所

事業所カルテ・サービス提案 事業所
支援機関等へのつなぎ 支援数

資金繰り計画作成支援

支援数

相談内容は直接的な新型コロナの影響から原材料費や物価高騰等、その他事業環境の変化に
よる相談にシフトした。経営改善のため、新たな事業展開や事業形態の見直しのための事業
計画作成の支援を実施した結果、一定の成果を上げる事業者が見受けられた。一方で、新型
コロナ時代の多額の借入金の元金返済が進んでおらずメインバンクから融資を断られる事例
が見受けられたが、マル経融資で対応した。また、大きな事業環境の変化が起きている最中
でも創業相談が多かった。創業者の相談では、産業競争力強化法に基づく特定創業支援によ
り多くの創業者を輩出した。

（経営相談の代表事例）宿泊業
新型コロナで定着したリモートの増加でビジネス出張の宿泊者が戻ってこなくなり、ホテル
運営の見直しにあたっての相談事例を紹介する。低迷した稼働率を元に戻す方策を事業者と
ともに検討した。着眼点として、①インバウンドが史上最高の水準で推移していること、②
国内の観光旅行客の回復、③大阪関西万博の開催による宿泊需要を軸に考えた。インバウン
ドや国内観光客に支持されるホテルに生まれ変わるための事業計画作成を支援した。具体的
には、①定食で提供していた朝食メニューを“食いだおれ”大阪をイメージできる朝食ブッ
フェにリニューアル、②インバウンドに向けて一部の客室を“日本”を感じられる内装にリ
ニューアル、③館内表示に英語や中国語を併記、④多言語対応自動チェックイン機の導入を
計画に盛り込み、顧客満足向上と人材不足克服を目標とした。この事業計画を実行するのに
あたり多額の費用が発生するため、各種補助金制度を案内した。

人材育成計画作成支援 事業所

金融支援（紹介型） 支援数



４.　地域活性化事業

Ⅲ　地域活性化事業

計画 実績 項目 目標値 実績 達成率

〇 商店街等の需要喚起の促進事業 65 74 113.8% 83.8 自社のＰRとなった
事業者の割合 70% 87.8% 125.4% 5

〇 創業支援事業 30 34 113.3% 97.1 受講者の創業見込み件数 3 3 100.0% 5

〇 求人・求職マッチング事業 36 39 108.3% 82.1 参加企業のうち
採用に至った企業数 3 12 400.0% 5

計画 実績 項目 目標値 実績 達成率

茨木・箕面オムニチャネル3.0事業

32 40 125.0% 72.5
各事業所の出展目的(売上･新
規獲得･販売スキル向上・市
場性（売れ筋）探求など)の
達成率

70% 75.0% 107.1% 4

〇
育児・介護休業法に関するセミナー

25 27.5 110.0% 96.2
参加者のうち、育児・介護休
業法に関して、理解したと回
答した割合

70% 88.4% 126.3% 5

○ 新事業展開支援事業 36 34.5 95.8% 93.9 新事業展開に向けて事業計画
を作成した事業者数 6 6 100.0% 5

○ 北摂移動販売車EXPO 25 26 104.0% 80.8 自社のPRとなった事
業者の割合 70% 84.6% 120.9% 5

○ 三市一町合同就職面接会 25 25 100.0% 84.0 参加企業のうち
採用に至った企業数 5 5 100.0% 5

※府施策連携事業は、「府施策連携」欄に○をつけてください。各欄の記載は、個別調書の記載と合わせてください。

目標の指標
事業評価

府施
策
連携

事業名
総支援企業数 支援

実績率
利用者
満足率

（２）広域事業（幹事事業のみ）

支援のポイント・成果

茨木市は北摂地域のベッドタウン、住宅都市として位置づけられている。特筆すべき地場産業がないため、住宅都市
として必要な事業を実施した。
「商店街等の需要喚起の促進事業」では、先細りつつある商店街に対しバイローカルの考え方を理解いただき、「ま
ちバル」を行った。「まちバル」の参加店舗は目標を上回り、自社（店）のPRにつながったお店が88%を占めるなど
好評をいただいた。「北摂移動販売車EXPO」では、コロナ禍で購入した移動販売車の出店場所の提供と大阪関西万
博の気運醸成の目的として実施した。また創業支援として実施した「創業スクール」ではビジネスプランの作成など
の支援を実施し、茨木市での創業者を創出した。雇用の分野では雇用情勢が人手不足に逆転し、「求人・求職マッチ
ング事業」を実施した結果、実際の雇用が生まれ人材確保に貢献できた。「茨木・箕面オムニ・チャネル3.0事業」
では、「お客様が初めて出会う商品をワクワクして買う」というコンセプトのもと、机上での勉強をイベントで実践
いただき、出展事業者の成果を売上で測ることができた。新事業展開支援事業では、新型コロナの余波や物価高騰の
影響を受けている事業者に対して、新事業展開のための事業計画作成を支援し、結果として補助金を受けていただく
など金銭面で恩恵を受けていただいた。
経営や労務に関するセミナーは近隣の商工会・商工会議所と広域で相互乗り入れする方式で実施し、企画や広報・集
客面で効果的・効率的に実施し相乗効果を高めた。

（１）単独事業

茨木商工会議所

府施
策
連携

事業名
総支援企業数 支援

実績率
利用者
満足率

目標の指標
事業評価



254.8%

いばらきバルの消費者の参加者数

実
施
結
果

課題及び次期
以降への取組み
（実績が目標値に達
していない場合は、
その理由や今後どの
ようにフォローする

のか）

参加事業者の思惑と参加者の思惑がずれてきている。
もう一度バルは新規顧客が次回も来てくれるためのお店の宣伝ということを事業者に周知。
参加者には、一日に何店舗も回るように一店舗に長居をしないとうことの周知する。

その他目標値の実
績

目標値
（計画）

1,000
目標値
（実績）

2,548 目標達成度

代表指標 自社のPRとなった事業者の割合

数値目標 70% 実績数値 87.8% 目標達成度 125.4%

事
業
全
体
の
実
績
／
目
標
達
成
度

計画に対する
実績（数値）

総支援企業
数(計画)

65.0
総支援企業
数(実績)

74.0

目標の達成度

（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

新型コロナウイルスの規制はなくなったが、以前の集客の状態まで戻っていない。さらに人件費
の高騰や原材料等の物価高のため、飲食店や小売店の収益状況は悪くなっている。そんな中いば
らきバルの実施で、期間中に853万円以上を消費した結果、新規顧客獲得や自社PRにつながった
という結果が出、参加事業者は絶えずPRが必要と感じてくれるようになった。

成果の代表事例
いばらきバルの期間で835万円以上の金額が動いた
大阪府立茨木高等学校の生徒が作った商店街の紹介DVDの作成

支援
実績率

113.8% 満足率 83.8%

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

当市においては、立命館大学と追手門学院大学、梅花女子大学の3大学を含め、現在5大学と産官
学連携事業を実施、模索をしている。一方商店街等では、大手製造メーカーの市外転出による工
場労働者の利用減少とともに、これまで地域の高齢者を中心とした生活の場となり、商店街の顧
客も先細りしつつある。一方、近年は市中心部に子育て層を中心とした新住民が徐々に増えてお
り、202５年頃までは人口増が見込まれている。商店街の活性化には、新住民の中心となる子育
ての若い世代の囲い込みが必要で、そのためには学生の若い力と創造力を欠かすことができな
い。こうした中、市内の商店街等のなかには、地域と一帯となってバイローカルに取組み始めて
おり、当商工会議所は、茨木市及び大阪府飲食業生活衛生同業組合おおさか飲食茨木支部と連携
して、自主的に取り組む商店街等の支援を目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数

等）

茨木市内の商店街（２３団体）等に所属する小売・サービス業・・・約６００事業所

実施時期・具体的
な内容及び事業手

法

【事業手法】販路開拓型
【実施時期】2024年11月15日～24日にまちバル（いばらきバル2024）を開催
【支援対象企業数】80者　参加者2548名
【内　容】
参加店を紹介するＭＡＰや冊子も作成し、新しい生活様式に対応した携帯アプリを活用しポイン
トラリーや出店者のNo.１を決定する投票も実施した。
追手門学院大学と立命館大学の学生が一定の条件をクリアした店舗のオリジナルムービー等を作
成したり、SNSでの情報発信、当日の写真撮影を実施して頂いた。
地元の茨木高等学校に依頼し、茨木商店街活性化映像の作成。学生が商店街に興味を持ち来店し
てくれるような動画を作成し、10月12日にお披露目会も実施した。」
※今年度については、茨木市役所とタイアップして、第37期竜王戦第4局茨木対局の大盤解説に
来られた方にバルチケットを配布（1200枚）したので、参加者数が多くなっている。

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施
策連携

商-1８：商店街の需要喚起の促進。府が推進するバイローカルの事業実施するにあた
り、担当課と連絡しながら実施した。

②広域
連携

③市町
村連携

茨木市は、産業振興ビジョンで、商店街の魅力アップと大学の新規立地の機会活用に向
けた調査・検討を提唱しており、商工会議所も産官学連携協定を通じで茨木市及び大学
と連携している。

④相談
相乗

今まで、会議所と接点のない飲食店の参加も多いので、新たなつながりとなり、相談へ
とつながりつつある。

令和６年度（2024年度）小規模事業経営支援事業　　地域活性化事業実績報告書

茨木商工会議所

事業名 商店街等の需要喚起の促進事業

想定する実施期間 2012 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は別紙にて計画を提出すること



その他目標値の実
績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度

代表指標 受講者の創業見込み件数

数値目標 3件 実績数値 3件 目標達成度 100.0%

事
業
全
体
の
実
績
／
目
標
達
成
度

計画に対する
実績（数値）

総支援企業
数(計画)

30.0
総支援企業
数(実績)

34.0

目標の達成度

（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

当会議所創業スクールの特徴である、グループワークを多く取り入れることで、参加者同士のつ
ながりが生まれていた。スクールの時間だけでは話したりないと、実施時間の前後に個別で時間
を創って面談されている方もいたり、参加者同志自主的に行動される方が多かった。
自分とは異なる経歴をもつ方の意見はとても新鮮で、視野が拡がる。といった声や、創業という
同じテーマを志す方々なので、応援したくなるし、自分自身も負けずに頑張ろうと励みになる。
といった声があった。
また、4日目の受講中に行う個別相談（日本政策金融公庫融資担当者・中小企業診断士・茨木市
役所商工労政課が対応）には、は延べ２０件の相談があった。
スクールの全受講者のみならず、終了後に特定創業支援の終了証発行のため不足している授業の
みの受講を希望される方や、カルテ化に値する相談の増加にもつながっている。
特定創業支援終了証発行を希望する件数は２３件となった。
アンケート結果での満足度は非常に高い。

成果の代表事例

来年ごろから夫婦でレストランカフェの創業を計画中の方が受講。本人はシェフ、奥さんはパ
ティシエとして現在は個々に勤務をしている。1日目から参加者同士のネットワークと知識の幅
を広げていき、年度末をめどに創業を目指すことになった。創業地も決まり、自治体の創業関連
の補助制度や、融資をうまく利用しつつ早期OPENに向けて準備中。

支援
実績率

113.3% 満足率 97.1%

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

コロナ禍で下降傾向が続いていた景気は、回復に転じるかと思われたが物価高騰問題が出てき
て、一進一退となっている。経営者の高齢化は廃業を選択肢に選ぶ動きも減るとは思えない。一
方、サラリーマンの定年や転職を選ばずに、新たに事業を始める方や既存事業を譲り受けたいと
いう意見もあり、チャレンジしたいという機運も高まっている。管内の創業者をさらに増加させ
る為、創業に興味のある方、将来的に地元で創業を考えている方、創業後間もない方等に、創業
に関する知識習得や人脈作りの場を提供し、具体的な創業に向けての意識を加速させ、優良な創
業者を一人でも多く出していくことを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数

等）

対象者は、茨木市内を中心とした近隣の市町村（高槻市、摂津市等）在住で、茨木市での創業に
興味がある一般の方（会社員、学生、主婦等）、創業後間もない方。
※当会議所へ受講の為の来所が可能であれば、大阪府下に在住する方も対象とする。

実施時期・具体的
な内容及び事業手

法

・時期：202４年９月～１０月の平日夜に開催。（9/6，9/13，9/20，9/27，10/4の金曜日
に全5回シリーズで開催）時間は18:30～21:00とし、学生や勤務されている方も出やすくす
る。
・会場：茨木商工会議所
・2.5H/1回　×　５回で合計12.5時間を予定。（授業の前半は創業の準備や必要な知識の習得
等の講義、後半はグループワークやミニ交流会で参加者同士の繋がりを深める。また、個別相談
を4日目に行い個別の課題に対応する。
・講座全体の８０％を受講で、茨木市の「特定創業支援」の終了証を発行(23名)。創業を加速さ
せる。
具体的な内容は次の通り。
・成功している先輩起業家（経営者）の体験談。
・事業計画書の作成及び計画の発表。
・金融関係担当者、専門家（中小企業診断士）及び各行政創業担当者等の個別創業相談会。
・大阪府や茨木市が実施する創業に関する事業や各種情報を受講者に提供する。

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施
策連携

商-19：創業・経営革新：創業塾の受講者等で、大阪府やが実施する創業に関する事業や
各種情報を受講者に提供する。

②広域
連携

③市町
村連携

茨木市広報でセミナー告知、公共施設での広報協力、市の創業支援施策の案内、市の特
定創業支援の認定講座。

④相談
相乗

参加者の「創業」に関する興味を具体化させるため、創業相談などの相談事業への相乗
効果を図り、創業のリスクを軽減する。

令和６年度（2024年度）小規模事業経営支援事業　　地域活性化事業実績報告書

茨木商工会議所

事業名 創業支援事業

想定する実施期間 2011 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は別紙にて計画を提出すること



実
施
結
果

課題及び次期
以降への取組み
（実績が目標値に達
していない場合は、
その理由や今後どの
ようにフォローする

のか）

・創業塾から創業スクールへ改名し、延べ30時間から12.5時間へ短縮、土曜日開催から金曜日
の夜間開催へと変更した３回目だったが、物足りないという声は皆無だった。
・全受講後のアンケートでは、「次回の創業スクールを人に勧めたいですか」という質問につい
て、ほとんどの方が「勧めたい」を選択した。
・3日目終了後に行った中間アンケートで、交流会・打ち上げがしたい、ワークの時間がもっと
欲しい、個別にお話しできる時間を取りたい、参加者の話を聞いて勉強になる、参加者と情報共
有したい、もっとたくさん話したいなど、コミュニケーション機会を増やす意見が多く出た。そ
のため今後は当所独自で実施している異業種交流会やクリエイターミーティングと連携した交流
イベントの機会を設けたいとも考えている。
・各回次回までに考えてきてください、といった個別ワークがあり、欠席された方はそのワーク
発表の輪に入りにくいことがあった。欠席された方へのフォロー（資料のメール送付や、ワーク
内容の説明）を行いたい。



93.9%

求職者の来場者数

実
施
結
果

課題及び次期
以降への取組み
（実績が目標値に達
していない場合は、
その理由や今後どの
ようにフォローする

のか）

支援企業計画数は36社で実績数は39社となっているが、実際のところは、大企業が３社あり、延べ企
業数では42社になり、目標は大きく上回った。今回、目標数値である「参加企業のうち採用に至った
企業数」が12社になり、目標企業数の3社を大きく上回ることができ、この事業については、成功し
たものと思われる。
今後もこの調子で事業に取り組んでいきたい。

その他目標値の実
績

目標値
（計画）

180
目標値
（実績）

169 目標達成度

代表指標 参加企業のうち採用に至った企業数

数値目標 3 実績数値 12 目標達成度 400.0%

事
業
全
体
の
実
績
／
目
標
達
成
度

計画に対する
実績（数値）

総支援企業
数(計画)

36
総支援企業
数(実績)

39

目標の達成度

（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

茨木商工会議所及び茨木市役所・ハローワーク茨木による共催で開催した。当商工会議所が参加企業
募集を行い、７月と１０月の計２回開催した。２回開催による参加企業数は４２社であるが、小規模
事業者に当てはまらない企業（大企業）等が３社あるため、支援企業数としては、３９社となった。
会場に設置できる企業ブースを最大限設置し、雇用情勢の一役になれたものと確信をしている。
アンケート集計結果から「満足」「やや満足」が３１社を占めた結果が出ており、参加頂いた企業は
満足しているものと思われる。

成果の代表事例

面接・説明を参加者に行った企業数は、合計37社であった。
採用結果の内訳は、採用企業数12社、採用人数は17名であった。
その中でも採用が厳しいと言われている造園・土木関連企業のＧ社は、1名採用することが出来るな
ど、当事業を大いに活用頂いた。

支援
実績率

108.3% 満足率 82.1%

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

大阪府の完全失業率は3.4%と前年同期に比べ、0.1ポイント悪化している。また令和5年10月公表の
大阪府の有効求人倍率は1.29と前月と同倍率で維持しているが、中小企業では人材確保に積極的に取
り組んでも応募者が思うように集まらず、数字以上に人材確保に苦慮している。中小企業は採用に関
するノウハウ等を持っておらず、優秀な人材を確保出来ない事が多いため、「合同就職面接会」を開
催し人材確保支援を行なう。
本年度も昨年度に引き続き「合同就職面接会」以外にも、「就労相談」を開催し、若者や中高年齢者
に対して万全のフォローを行うことによって、中小企業にとっても幅広い人材を確保する機会を増や
す。新型コロナウイルス感染症の影響もかなり軽減されてきたが、感染防止対策をしっかり行いなが
ら開催し、中小企業の為に支援をしていく。
この事業を継続的に開催することにより、なかなか改善の道筋が見えてこない雇用情勢の一役になれ
るものと思われる。（数値は大阪労働局調べ）

支援する対象
（業種・事業所数

等）

業種を問わず、36社（18社×２回）程の中小企業及び求職者１８０名（９０名×２回）

実施時期・具体的
な内容及び事業手

法

＜１回目＞
■開催日：２０２４年７月１７日（水）
■時　間：１３時００分～１６時００分
■場　所：茨木市役所南館１０階大会議室
■内　容：参加企業による合同就職面接会及び若年者・中高年齢者就労相談とシルバー人材センター相談と福祉
のお仕事相談、職場のお悩み相談及び職業適性診断等を開催する。
＜２回目＞
■開催日：２０２４年１０月２３日（水）
■時　間：１３時００分～１６時００分
■場　所：茨木市役所南館１０階大会議室
■内　容：参加企業による合同就職面接会及び中高年齢者就労相談とシルバー人材センター相談と若年者就労相
談と福祉のお仕事相談と職業適性診断と働くことに関する相談と職業訓練案内等を開催する。

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞
①府施
策連携

地域労働ネットワークの関係機関とも連携をとり、広報・運営を行う。

②広域
連携

③市町
村連携

茨木市と連携をとり、会場関係、求職者向けポスター・チラシ作成等は茨木市が担当
し、当商工会議所は、求人企業募集及び面接会開催PRに重点をおいて推進する。

④相談
相乗

令和６年度（2024年度）小規模事業経営支援事業　　地域活性化事業実績報告書

茨木商工会議所

事業名 求人・求職マッチング事業

想定する実施期間 2013 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は別紙にて計画を提出すること



実
施
結
果

課題及び次期
以降への取組み
（実績が目標値に達
していない場合は、
その理由や今後どの
ようにフォローする

のか）

イベント一回あたりの出展者数は概ね増加しており、この流れを次年度以降に繋げて行きたい。
アンケート結果も概ね好意的な意見が多い。散見された問題点は以下の2点である。　　①当日
の悪天候による影響②来客が思いのほか多く対応出来なかった。①が特に多く、暑さ、寒さ、強
風に対応できる準備を促したい。②に関しては事前準備を行い対応力を高める必要がある。しか
しながら特に食品の場合、温度管理や衛生管理の必要性がある上、当日の天候に売り上げが相当
左右される為、売り上げ予測が立てにくい部分もある。商品構成の見直し等も含めた対応力を要
する。

その他目標値の実
績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度

代表指標 各事業所の出展目的(売上･新規獲得･販売スキル向上・市場性（売れ筋）探求など)の達成率

数値目標 70% 実績数値 75% 目標達成度 107.1%

事
業
全
体
の
実
績
／
目
標
達
成
度

計画に対する
実績（数値）

総支援企業
数(計画)

32.0
総支援企業
数(実績)

40.0

目標の達成度

（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

支援企業数の内訳は、茨木３５件、箕面5件だった。当会議所が事務局となっている、若手経営
者育成会、茨木市物産振興協会からも多数参加しており、出展者どうしで販売促進に関する意見
交換が生まれている。猛暑等の気候要因もあり出展者全店が万全の体制ではなかったものの、出
展者の対応力が高く、前年度からの「自ら考え、自ら対応していくスタイル」が定着しつつある
ものと思われる。又、新たな出展者の募集を行った結果、従来とは違ったより幅広い業種の出店
に繋がり、新たな顧客層の獲得に繋がったものと思われる。今後も地域に根付いたイベントとし
て定着化を図ると共に、新たな来場者の層の獲得に繋げていきたい。

成果の代表事例

イベント実施も回を重ねる事で認知度も上がったものと見受けられ、集客力の向上もあり、昨年
より売り上げを伸ばしている店舗が多かった。来場者に取っては「（地元の企業を応援する）地
産地消の意識を高める場」「様々な商品やサービスを試す事の出来る場」であり、出展者側にお
いては来場者の反応を見る為の機会となる、といった側面もある。開催時期の気候や来場者の
ニーズに合致した業種が反応が良く、売り上げが多い店舗は1日で30万円以上の売り上げを記録
した。

支援
実績率

125.0% 満足率 72.5%

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

茨木市及び箕面市では、多種多様なイベントを実施しており、商業施設がある。このような販売
促進に該当する機会及び場所を発掘し一元管理する。そして会議所が拠点となり１年を通じて計
画的に事業を進めていくことで、お客さまに「初めて出会う商品をワクワク（共感）して買う」
環境を整えていき、販促に関するセミナーや意見交換（反省会等）をタイムリーに盛り込み、個
店のポテンシャルアップを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数

等）

茨木市内の小売店舗、製造小売り事業者及びサービス事業者　約４００事業所 ＋箕面市内の小売
店舗、製造小売り事業者及びサービス事業者　約１００事業所

実施時期・具体的
な内容及び事業手

法

本年度は７回の販売促進イベントを開催し、延べ４０件の出展があった。イベントごとに波はあ
るが200万円の売上げに繋がっている（前年比１４６％）。イベントの認知度向上に伴い来場者
数の増加と売上の増加に結びついたものと思われる。昨年ほどではないものの夏の猛暑等、天候
が不安定な回があった。集客への影響もあったと思われる為、次年度は万全を期して望みたい。
又、一時に予想を上回る来客が重なり事前準備でさばききれず十分な対応が出来なかった等、こ
れまでには無かったケースが発生している。様々な状況に柔軟に対応できる様、対応策を事前に
考えておく必要がある。
　
4月13日、5月3日、12月21日　ディオス北千里マルシェ　5店舗  10.9万円
6月16日　　　 　　初夏のガンバルフェスタ　14店舗　　73.8万円
10月12日　　 　 　秋のガンバルフェスタ　　13店舗　　44.3万円
10月13日　　　　  黒井の清水大茶会　　　　5店舗　　  28.6万円
11月23日、24日　 農業祭　　　　　　　　　3店舗　　  42.3万円
以上７事業、延べ８日間の出展機会を設けることが出来た。なお、主要な出展者メンバーとの情
報交換は、およそ月に1回のペースで行っており、反省と今後の展開を確認している。

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞
①府施
策連携
②広域
連携

箕面商工会議所と連携し、近隣市も含め出店機械を設ける事が出来、実績も増えた。

③市町
村連携

出展場所の確保に、茨木市との連携は欠かせない。商工労政課、市民会館跡地活用推進
課、農林課などと連絡を取りながら進めた。

④相談
相乗

カルテ化出来ない軽微な相談は常に受けおり、出展時のお客様が空いた時間を有効活用
し、相談に対応している。

令和６年度（2024年度）小規模事業経営支援事業　　地域活性化事業実績報告書

茨木商工会議所

事業名 茨木・箕面オムニチャネル3.0事業

想定する実施期間 2014 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は別紙にて計画を提出すること



実
施
結
果

課題及び次期
以降への取組み
（実績が目標値に達
していない場合は、
その理由や今後どの
ようにフォローする

のか）

参加者アンケートからみると、講義の満足度調査の数値は非常に高く、参加された皆様も大変納
得されておられる。また、指標である「参加者のうち、育児・介護休業法に関して、理解したと
回答した割合」も数値目標より高い数値を得ることができ、主催者側としても大変満足できるも
のであった。
事業所にとって、直接的に関わってくるテーマを開催すると、参加者数も多く、積極的に講義を
理解しようとする意欲を非常に感じることができ、改めて、セミナーのテーマ・内容が重要にな
ることが分かった。

その他目標値の実
績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度

代表指標 参加者のうち、育児・介護休業法に関して、理解したと回答した割合

数値目標 70% 実績数値 88.4% 目標達成度 126.3%

事
業
全
体
の
実
績
／
目
標
達
成
度

計画に対する
実績（数値）

総支援企業
数(計画)

25
総支援企業
数(実績)

27.5

目標の達成度

（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

育児・介護休業法は2022年4月1日から3段階に分けて改正しており、今までの育児・介護休業
法から大幅に変更になっていることもあり、事業所にとって非常に負担が増えてきていることも
あり、セミナーを開催した。
このセミナーでは、複雑化する育児介護に関する法制度の内容について、全体的な枠組みの理解
から個別の事案まで、社員定着、職場と従業員の関係性の観点から講義を行った。
実際、参加者からは「子の看護休暇等の対象範囲について、詳しく説明してもらい有難かったで
す」等の意見をいただき、参加者のレベルアップに大きく寄与できたものと思われる。
アンケート集計結果からも、参加者が「満足」「やや満足」をチェックし、「やや不満」が一人
しかいなかったことから、このセミナーを開催して間違い無かったと思われる。

成果の代表事例

参加された方から「対象社員に対する周知方法についてや、今後の会社としての方針、就業規則
改正について等、今後の検討事項が明らかになった」という意見を頂いたので、このセミナーを
開催した意義があったと思われる。

支援
実績率

110.0% 満足率 96.2%

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

2022年4月1日から3段階に分けて、育児・介護休業法が改正になっている。特に育児休業法に
関しては、2022年4月1日から「①雇用環境整備、個別の周知・意向確認の措置の義務化　②有
期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和」、2022年10月1日から「①産後パパ育休（出
生時育児休業）の創設　②育児休業の分割取得」、2023年4月1日から「育児休業取得状況の公
表の義務化」となっている。しかし今までの育児休業法から大幅に変更になっていることもあ
り、また従業員数が少ない中小企業においては、なかなか男性が育児休業を取得する環境が整っ
ていないのが実情である。本セミナーでは、育児・介護休業法の知識を深めることによって、事
業主、従業員ともに、安心して働ける職場環境をつくることに寄与するものと思われる。

支援する対象
（業種・事業所数

等）

茨木市内、摂津市内を中心とした、小規模事業者の事業主並びに総務・労務担当者

実施時期・具体的
な内容及び事業手

法

■開催日：２０２４年１２月１３日（金）
■時　間：１５時００分～１７時００分
■会　場：茨木商工会議所 会議室
■参加企業：２７社３１名
■テーマ：「育児・介護休業法に関するセミナー」
　　　　　講師：オフィスＴ＆Ｄ　Ｆａｉｔｈ経営労務事務所
　　　　　　　　特定社会保険労務士
■内　容：育児・介護休業法に対する理解を深めてもらい、より良い職場環境つくりの支援を行
い、さらに大阪府の施策案内を行った。

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞
①府施
策連携

大阪府労働環境課労働環境推進グループと連携し、広報・運営を行う。

②広域
連携

「茨木商工会議所」と「摂津市商工会」で連携して実施。講師は茨木で選定し、会場は
茨木商工会議所で行う。案内等は、茨木と摂津で協力してPRを行う。

③市町
村連携
④相談
相乗

令和６年度（2024年度）小規模事業経営支援事業　　地域活性化事業実績報告書

茨木商工会議所

事業名 育児・介護休業法に関するセミナー

想定する実施期間 2024 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は別紙にて計画を提出すること



目標達成度 100.0%

その他目標値の実
績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度

支援
実績率

95.8% 満足率 93.9%

事
業
全
体
の
実
績
／
目
標
達
成
度

計画に対する
実績（数値）

総支援企業
数(計画)

36.0
総支援企業
数(実績)

34.5

目標の達成度

（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

新型コロナの余波による生活様式の変化や物価高騰、人材不足などによる大きな経営環境の変化
に対応するため、新たな事業展開に取り組む事業者を支援するために実施した。セミナーの参加
者は目標値を少し下回ったが、事業者の意識の高揚だけでなく新たな事業を取り組むきっかけに
なった。本事業を実施することにより、補助金を活用して新たな事業にチャレンジするための相
談が見受けられた。補助金申請については、事業計画作成段階から実行段階までハンズオンで支
援することができた。また、経営者には補助金申請を通じて新たなな気づきを持っていただくこ
とができた。支援先の中には実際に補助金を受けることができた事業者も見受けられ、資金面で
の課題に役立った。

成果の代表事例

ビジネスホテル運営会社が新型コロナで定着したリモートオンラインの増加でビジネス出張の宿
泊客が減少し、稼働率がコロナ前に戻らない状態だった。史上最高水準の訪日外国人や国内旅行
客の回帰に着目し、客室の改装や外国語対応、朝食ブッフェメニューの工夫などを盛り込んだ事
業計画を作成した。その事業計画作成段階では事業者と支援者でアイデア出しを行い、結果とし
て補助金の申請をし採択された。

代表指標 新事業展開に向けて事業計画を作成した事業者数

数値目標 6 実績数値 6

②広域
連携

当会議所と広域連携先の高槻商工会議所の担当者と連絡を取り合い、支援企業の掘り起こしや
集客を共同実施した。両地域から多様な業種の企業が参加した。

③市町
村連携
④相談
相乗

ハンズオン支援に至らない事業者を経営相談事業で対応した。

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

新型コロナウイルス感染症や、原油・物価高騰、円安による調達コスト増は、中小企業の経営に
深刻なダメージを与え続けており、人材不足も顕著となっている状況からも、企業の息切れが本
格化することが危惧される。企業存続のためには、現下の事業環境の変化に対応できる新たな事
業展開による売上創出が不可欠な状況である。そこで、新たな事業展開にチャレンジする中小企
業の事業計画策定等を支援し、経営改善を図っていただくことを目的とし実施する。

支援する対象
（業種・事業所数

等）

新型コロナウイルス感染症や、原油・物価高騰、円安による調達コスト増の影響を克服するた
め、新事業展開にチャレンジする企業を対象とする。

実施時期・具体的
な内容及び事業手

法

■新事業展開に向けた事業計画書作成のセミナーを開催した。
　【開催日】2024年5月15日
　【場　所】茨木商工会議所
　【内　容】
　　　①補助金の目的を理解していますか？
　　　　大阪府や国は何のために補助金を出しているのでしょう？
　　　　これを取り違えると、申請は無駄に！
　　　②ダメな書き方していませんか？
　　　　事業のアイデアはいいのに書き方で大失敗。
　　　　注意すべき３つのこととは？
　　　③事業計画書、書き方のポイントは「物語」
　　　　新事業展開テイクオフ補助金の記載欄には何を書くのか。
　　　　小規模事業者持続化補助金の記載欄には何を書くのか。
　【講　師】合同会社　照参会　中小企業診断士
　【参加者】31名（27事業所）
■上記セミナー等を受講、あるいは経営相談を通じて新事業展開を希望された事業所に対し事業
計画作成等のハンズオン支援を実施した。

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞
①府施
策連携

府施策連携商13番：セミナー当日、大阪府の施策「テイクオフ支援（伴走支援・補助金支
援）」事務局の大阪産業局の担当者がチラシを配布し説明した。

令和６年度（2024年度）小規模事業経営支援事業　　地域活性化事業実績報告書

茨木商工会議所

事業名 新事業展開支援事業

想定する実施期間 2022 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は別紙にて計画を提出すること



【別紙】複数の事業目標を設定している場合は、別紙に事業目標毎の実績／達成度をご記入ください。

指標 新事業展開に向けて事業計画を作成した事業者数

その他目標値の
実績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度

数値目標 6 実績数値 6 目標達成度 100.0%

6 目標達成度

実
績
／
達
成
度
②

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

6.0
支援企業
数(実績)

6.0
支援
実績率

100.0%

その他目標値の
実績

目標値
（計画）

目標値
（実績）

目標達成度

実
績
／
達
成
度
①

満足率 100.0%

目標の達成度
（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

新たな事業を開始するためのハンズオン支援を実施し、事業計画が完成した。完成した事業計画
で補助金の申請することを提案した結果、６社ともに申請された。

95.0% 満足率 92.6%

目標の達成度
（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

新たな事業を展開するためのハンズオン支援を希望する事業所の発掘につながった。

75.0%

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

30.0
支援企業
数(実績)

28.5
支援
実績率

指標 新事業展開に向けたハンズオン支援等を希望した事業者数
数値目標 8 実績数値

実
施
結
果

課題及び次期
以降への取組み
（実績が目標値に達
していない場合は、
その理由や今後どの
ようにフォローする

のか）

セミナー参加者は目標を少し下回ったが、参加された方の満足度は高かった。セミナー終了後、
大阪府新事業テイクオフ支援事業などの補助金申請のための事業計画作成のアドバイスを行っ
た。国の補助金に採択された事業者はあったが、本事業のメインである大阪府テイクオフ補助金
は申請はしたものの不採択となった事業者が多く見られた。全体の採択率が低かったことも影響
したが、今後はさらに補助金ごとの特徴を研究して支援していく必要がある。



175.0%

当日の来場者数

実
施
結
果

課題及び次期
以降への取組み
（実績が目標値に達
していない場合は、
その理由や今後どの
ようにフォローする

のか）

今回は茨木市さんが次の日に別のイベントをするということで、経費的にもミャクミャクの着ぐ
るみなどもうまく活用できることが出来たが、グラウンドの地下が駐車場ということもあり、グ
ラウンドに置ける移動販売車の数が限られていることもあり、継続が難しい。

その他目標値の実
績

目標値
（計画）

2,000
目標値
（実績）

3500 目標達成度

代表指標 自社のPRとなった事業者の割合

数値目標 70% 実績数値 84.6% 目標達成度 120.9%

事
業
全
体
の
実
績
／
目
標
達
成
度

計画に対する
実績（数値）

総支援企業
数(計画)

25.0
総支援企業
数(実績)

26.0

目標の達成度

（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

支援事業所数は２６者に出店頂き、計画企業数に達することが出来た。なかなか出店場所を確保
することが難しい移動販売車に対し、場の提供が出来、さらにPRができた事業者割合も84.6％
をおおむね好評を得ることが出来た。当日は全体で２２０万円以上を消費した結果も出、参加事
業者は絶えずPRが必要と感じてくれるようになった。

成果の代表事例
小売の移動販売車が39万円を売上げがトップで、お店に新規の来客につながったと報告を受けて
いる。20万円以上の売上たキッチンカーもあった。10万円以上の売上は5台。

支援
実績率

104.0% 満足率 80.8%

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

コロナ禍で、お店に集まれば「三密」になる事から、コロナ禍でも飲食店の継続や今後の事業展
開を考えていた事業主は、テイクアウトの実施や移動販売車の購入など前向きな投資をしてき
た。また、直近では、店舗を持たずに移動販売車での創業も散見されるようになってきた。しか
し、移動販売車の数が増えるにつれ、自由に移動できる一方、出店場所の確保が課題となってき
ている。また、茨木のイベントでも、地元の移動販売車が出展したいが、イベントの主催者と接
点がなく、大阪市内からの移動販売車が出展したり、ミスマッチも多い。そこで、移動販売車を
集め、地元にこれだけの移動販売車がある事をＰＲすることで、サービスを提供する事業者の認
知向上・販路開拓に繋げながら、出店者や来場者に向け2025大阪・関西万博開催の機運醸成に
も繋げる。

支援する対象
（業種・事業所数

等）

茨木市・高槻市・摂津市・箕面市・島本町等で移動販売車により事業を営む事業者

実施時期・具体的
な内容及び事業手

法

【事業手法】販路開拓型
【北摂移動販売車EXPO出店説明会・交流会】
【実施時期】令和6年9月2日
【実施場所】茨木商工会議所

【北摂移動販売車EXPO】
【実施時期】令和6年年9月28日　11時～19時
【実施場所】茨木市中央公園グラウンド
【支援対象企業数】2６者　参加者約３５００名
【内　容】
移動販売車ということでキッチンカーを中心に、物販の車も参加いただき実施。ステージもト
ラックを利用したステージカーを用意。ミャクミャクの着ぐるみや万博まで１９５日の看板を設
置し大阪・関西万博開催に向けた機運醸成にも貢献した。

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施
策連携

商-17：府が推進する大阪・関西万博開催に向けた機運醸成事業を大阪府と相談しながら
推進するなど、府施策連携を図り実施した。

②広域
連携

北摂地域（摂津市・高槻市・島本町・箕面市・茨木市）が連携して実施。事務局による
企画会議（5/30・8/7）や移動販売車同士の交流(9/2】につなげた。
支援対象事業者内訳は摂津２者、高槻８者、箕面２者、茨木１４者

③市町
村連携

茨木市でも、大阪・関西万博開催に向けた機運醸成に向けて、周知を推進するとしてい
る。本事業について、茨木市と連携して取り組むこととして、茨木市にも万博ブースを
出展頂き、後援もしていただいた。

④相談
相乗

今まで、会議所と接点の少ない店舗を持たない飲食店であるキッチンカーの参加も多い
ので、新たなつながりとなり、相談へとつながりつつある。

令和６年度（2024年度）小規模事業経営支援事業　　地域活性化事業実績報告書

茨木商工会議所

事業名 北摂移動販売車EXPO

想定する実施期間 2024 年度～ 2024 年度まで ※複数年段階的実施事業は別紙にて計画を提出すること



126.0%

来場者へのアンケート配布枚数より来場者数は126名であり、目標を大きく上回る事が出来た。

実
施
結
果

課題及び次期
以降への取組み
（実績が目標値に達
していない場合は、
その理由や今後どの
ようにフォローする

のか）

各商工会議所・商工会の広報活動等により、参加企業に関しては、当初目標以上の企業を集める
事が出来た。次年度も多くの企業に参加して頂けるよう、広報活動を充実させていきたい。
また来場者数に関しても、目標の100名を超える126名の方に来場していただき、参加企業にも
満足してもらえたものと思われる。
今後も積極的に本事業に取り組んでいきたい。

その他目標値の実
績

目標値
（計画）

100
目標値
（実績）

126 目標達成度

代表指標 参加企業のうち採用に至った企業数

数値目標 5 実績数値 5 目標達成度 100%

事
業
全
体
の
実
績
／
目
標
達
成
度

計画に対する
実績（数値）

総支援企業
数(計画)

25.0
総支援企業
数(実績)

25.0

目標の達成度

（支援企業を
どう変化させる
ことができたか)

茨木市・高槻市・摂津市・島本町の4自治体と茨木商工会議所・高槻商工会議所・摂津市商工
会・島本町商工会の4団体及びハローワーク茨木による共催で実施した。商工会議所・商工会
が参加企業の募集を行った結果、参加申込は41社であった。
厳しい雇用情勢の中、1社でも多くの中小企業等に参加して頂きたかったが、会場のスペース
の関係もあり行政機関との協議の結果、参加企業は25社に選定した。
当日の来場者総数は126名、面接者数は91名、中高年齢者就労相談は16名、シルバー人材セ
ンター相談は4名、若年者就労相談は2名、福祉のお仕事相談は4名、職業適性診断は11名、
働くことに関する相談は2名、職業訓練相談は2名の参加があった。（重複含む）
満足度については、企業アンケート集計から、面接者が多い企業は概ね満足度が高い傾向が
見られた。（「満足」8社、「やや満足」13社、「やや不満」2社、「不満」2社であっ
た。）

成果の代表事例

面接・説明を参加者に行った企業数は、22社であった。
採用結果の内訳は、採用企業数5社、採用人数は6名であった。
その中でも採用が厳しいと言われている建設関連企業のＭ社は、2名採用することが出来るな
ど、当事業を大いに活用頂いた。

支援
実績率

100.0% 満足率 84.0%

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をど
のような状態にし

たいか）

大阪府の2023年1０月の有効求人倍率は1.29と全国（1.30）並みで推移しているが、完全
失業率は3.4%と全国値2.5％に比べると高い値となっている（大阪労働局及び大阪府調
べ）。地元の中小零細企業にとっては単独で求人を募集しても有能な人材の確保は難しく実
際に相談も多い。そのような両者を結び付ける機会を三市一町の自治体および会議所・商工
会が連携するによって提供し、当地域の中小零細企業の雇用確保と求職者の雇用促進を図る
ことを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数

等）

業種を問わず、25社の中小企業及び求職者100名

実施時期・具体的
な内容及び事業手

法

■開催日：2025年１月29日（水）
■時　間：13時00分～16時00分
■会　場：茨木市役所南館１０階大会議室
■内　容：参加企業による合同就職面接会及び中高年齢者就労相談、シルバー人材センター
相談、働くことに関する相談、若年者就労相談、福祉のお仕事相談、職業適性診断、職業訓
練相談等を開催する。また大阪府より参加企業に対し府指定広報物の配布を行った。

＜事業手法（①府施策連携・②広域連携・③市町村連携・④相談事業相乗効果）の具体的な連携・効果を記載＞

①府施
策連携

地域労働ネットワークの関係機関とも連携をとり、広報・運営を行う。

②広域
連携

4団体が主に求人企業の募集を担当。広域連携にすることにより、中小企業が通常カバー
出来ない地域での人材の発掘や採用活動を行う。

③市町
村連携
④相談
相乗

令和６年度（2024年度）小規模事業経営支援事業　　地域活性化事業実績報告書

茨木商工会議所

事業名 三市一町合同就職面接会

想定する実施期間 2011 年度～ 年度まで ※複数年段階的実施事業は別紙にて計画を提出すること


